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１　計画の背景
　　地球温暖化は、産業の発展などの人間活動に伴って発生する温室効果ガスが、大気中の温室効果ガスの濃度を増加させることにより、地球全体として地表及び大気の温度を追加的に上昇させている。この地球温暖化が進むとで、海水面の上昇、気候メカニズムの変化による異常気象の頻発、ひいては自然生態系や生活環境、農業などへの影響が懸念されています。
　　こういった中、国際的な動きとしては、２０１５年１２月に、国連気候変動枠組条約第２１回締約国会義（COP21）がフランス・パリにおいて開催され、新たな法的枠組みである「パリ協定」が採択されました。これにより、世界の平均気温の上昇を産業革命から2.0℃以内にとどめるべく、すべての国々が地球温暖化対策に取り組んでいく枠組みが構築されました。
　　日本では、１９９８年に地球温暖化対策の推進に関する法律（平成１０年法律第１１７号）（以下「地球温暖化対策推進法」という。）が制定され、国、地方公共団体、事業者、国民が一体となって地球温暖化対策に取り組むための枠組みが定められました。この法律により、すべての市町村が、地方公共団体実行計画を策定し、温室効果ガス削減のための措置等に取り組むよう義務づけられています。
　　また、２０１６年には、地球温暖化計画（平成28年5月13日閣議決定）が閣議決定され、日本の中期目標として、温室効果ガス排出量を２０３０年度に２０１３年度比で26.0％減とすることが掲げられ、同計画においても、地方公共団体には、その基本的な役割として、地方公共団体実行計画を策定し実施するよう求められています。
２　計画の目的

　　宿毛市地球温暖化対策実行計画【事務・事業編】（以下「実行計画」という。）は、地球温暖化対策推進法第２１条第１項に基づき、地球温暖化計画に即して、宿毛市が実施している事務及び事業に関し、省エネルギー・省資源、廃棄物の減量化などの取組を促進し、温室効果ガスの排出量を削減することを目的とします。
３　基準年度及び計画の期間
　　これまで、宿毛市では、地球温暖化対策推進法の趣旨に従い、平成１８年に「宿毛市環境保全率先行動計画」（第１次計画：計画期間平成１８年度～平成２２年度）を策定し、宿毛市の事務・事業から出される温室効果ガスの排出削減に向けて、環境保全活動追跡チェックリストなどにより全庁体制で取り組んできました。

　　平成２６年に「実行計画」（第２次計画：計画期間平成２６年度～平成３０年度）を策定し、第１次計画に引き続いて地球温暖化対策に取り組むことを目的とし、計画に基づくさまざまな取り組みによって宿毛市の事務・事業から排出される温室効果ガスを削減し、地球温暖化対策の推進を図ってきました。

　　地球規模での温暖化対策が強く求められている今日、引き続いて地球温暖化対策に取り組むことを目的として、平成３１(2019)年に各年度における温室効果ガス排出量の増減を比較検討するための基準とする年度を平成２９(2017)年度とし、計画期間を平成３１(2019)年度から平成３５(2023)年度までの５年間とします。
　　計画達成の目標とする年度は、計画期間最終年度の平成３５(2023)年度とします。
４　計画の範囲
(1) 事務・事業

　　計画の対象とする事務・事業の範囲は、宿毛市及び宿毛市教育委員会が行うすべての事務・事業とし、庁舎内だけでなく、支所、上下水道、斎場、一般廃棄物最終処分場、公立学校等の出先機関の事務・事業も含まれます。
(2) 施設
　　　　計画の対象とする施設は、本市が設置・管理するすべての施設、公用車、船舶とします。
　　　　ただし、千寿園については福祉施設であるため対象外とします。
	対象施設一覧

	所管部署
	施　設　名

	市　長　部　局
	総務課
	本庁舎、支所、防犯灯等

	
	企画課
	市営定期船、沖の島循環バス、沖の島開発総合センター等

	
	健康推進課
長寿政策課
	沖の島へき地診療所等

	
	環境課
	環境課、環境管理センター、斎場、沖の島地区生ごみ処理施設等

	
	人権推進課
	３隣保館等

	
	産業振興課
	東部農村環境改善センター、小筑紫基幹集落センター等

	
	商工観光課
	公衆便所等

	
	土木課
	街灯等

	
	都市建設課
	街灯等

	
	福祉事務所
	保育園等

	
	水道課
	上下水道、集落排水、簡易水道、飲料水供給施設等

	教育委員会
	学校教育課
	西庁舎、小学校、中学校

	
	生涯学習課
	文教センター、総合運動公園等

	
	学校給食センター
	学校給食センター


５　対象とする温室効果ガス
実行計画では、温室効果ガスとして地球温暖化対策推進法第２条第３号に掲げる７種類の物質のうち、排出量が最も多く把握がしやすい二酸化炭素（ＣＯ２）に限定します。　
	温室効果ガス一覧

	種　類
	発　生　源　等

	二酸化炭素（ＣＯ2）
	化石燃料の使用やセメントの製造などによって排出される。

	メタン（ＣＨ4）
	湿地などで植物が腐って分解するとき、家畜のげっぷなどから排出される。

	一酸化二窒素（Ｎ2Ｏ）
	物の燃焼などにより排出され、全身麻酔剤（笑気ガス）としても使用される。

	ハイドロフルオロカーボン（ＨＦＣ）
	代替フロンとして冷房や冷蔵の冷媒に使用される。

	パーフルオロカーボン（ＰＦＣ）
	電子部品を造るときなどに排出される。

	六フッ化硫黄（ＳＦ6）
	電力機器に使用される。



１　温室効果ガス排出量の算定方法

　　温室効果ガス（ＣＯ2）の排出量は、次の計算方法によって算定されます。

温室効果ガス排出量　＝　活動量　×　排出係数
この算定方法は、気候変動に関する政府間パネルがガイドラインを定めていて、排出係数の標準的な値も示していますが、日本ではこの標準値ではなく、日本の排出実態にあった係数を、温暖化防止法施行令第３条で定めています。
２　温室効果ガス排出量の実績
　(1)第２次計画の目標

	基準年度：平成２４年度

削減目標：平成３０年度までに、平成２４年度比で５％削減


　(2)第２次計画の実績

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｋｇ－ＣＯ２
	根拠区分
	実績値
	H 30年度

(目標)

	
	H24年度

(基準年)
	H26年度
	H27年度
	H28年度
	H 29年度
	

	電気
	3,006,010
	2,928,650
	2,859,488
	3,357,606
	2,845,663
	2,855,710

	ガソリン
	114,896
	110,432
	98,880
	103,353
	105,411
	109,151

	軽油
	33,855
	35,712
	37,809
	36,363
	39,195
	32,162

	灯油
	76,621
	91,350
	81,645
	80,728
	81,660
	72,790

	Ａ重油
	1,039,956
	1,088,729
	1,085,760
	1,040,227
	1,068,082
	987,958

	ＬＰＧ
	112,758
	111,777
	109,897
	112,038
	102,444
	107,120

	合計
	4,384,096
	4,366,650
	4,273,479
	4,730,315
	4,242,455
	4,164,891


３　基準年度の温室効果ガス排出量

　　宿毛市の事務・事業における基準年度（平成２９(2017)年度）の二酸化炭素総排出量は、3,845,257㎏－CO2です。活動場所別では本庁関係の二酸化炭素排出が最も多く、エネルギー別では電気となっています。
４　要因別排出状況
【主な施設別二酸化炭素排出状況（平成２９年度）】
	施　設
	排出量(㎏-CO2)

	本庁関係
	1,357,996 

	環境課
	267,172 

	水道課
	1,258,863 

	学校教育課
	330,958 

	生涯学習課
	375,885

	給食センター
	254,383 

	計
	3,845,257 
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【エネルギー別二酸化炭素排出状況】

	種　別
	排出量(㎏-CO2)

	電気
	2,519,128 

	ガソリン
	100,242 

	軽油
	39,195 

	灯油
	81,526 

	Ａ重油
	1,068,082 

	ＬＰＧ
	37,084 

	計
	3,845,257 
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５　削減目標

　　第２次計画の宿毛市地球温暖化対策実行計画では、平成２４年度の温室効果ガス数値を基準値とし、平成３０年度までに基準値比５％を削減することを目標としておりました。

　　第３次計画での削減目標は、エネルギーの使用の合理化に関する法律において、エネルギー使用量が１，５００ｋｌ／年以上の事業者は、特定事業者の適用は受けることとなっており、宿毛市は、エネルギー使用量が１，５００ｋｌ／年以上を超えているため、特定事業者としてエネルギー使用の合理化の基準である年平均１％以上とし、平成２９(2017)年度の温室効果ガス数値3,845,257㎏－CO2を基準値に、平成３５(2023)年度までに基準値比５％にあたる192,263㎏－CO2を削減することを目標とします。
　(1)第３次計画のエネルギー別ＣＯ2排出量削減の目安　　　　　　　　ｔ－ＣＯ２
	根拠区分
	実績値
	備　　考

	
	H29(2017)年度

(基準年)
	H35(2023)年度

(終了年)
	目標削減量
	

	電　  気
	2,519.1
	2,393.2
	▲125.9
	5％削減

	ガソリン
	100.3
	95.3
	▲5.0
	

	軽　  油
	39.2
	37.2
	▲2.0
	

	灯　  油
	81.5
	77.4
	▲4.1
	

	Ａ 重 油
	1,068.1
	1,014.7
	▲53.4
	

	Ｌ Ｐ Ｇ
	37.1
	35.2
	▲1.9
	

	合　  計
	3,845.3
	3,653.0
	▲192.3
	



１　基本的な取り組み

　　宿毛市では、本計画の目標達成のため、次の重点事項を柱として温室効果ガスの排出削減及び地球温暖化対策に取り組みます。
(1) 省エネルギー対策
      電気、燃料等のエネルギー使用を抑制することは、直接温室効果ガスの排出抑制につながるため、効率的なエネルギー使用に努めるとともに、省エネルギー型機器等の導入を進めます。
①　電気使用量の削減

　　　②　燃料使用量の削減
③  公用車にエコカー・電気自動車等を導入
　　④　指定管理施設への指導及び要請
　　⑤　公用車電動自転車を導入
(2) 環境に配慮した事務・事業の推進
　　　廃棄物（ごみ）処理の過程からは、大量の温室効果ガスが排出されるため、事務・事業から排出されるごみの減量化に努めることによって温室効果ガスの排出削減に努めるとともに、グリーン購入等の環境配慮型商品を使用することによって森林資源等、地球環境の保全に努めます。
(3) 職員の意識向上と情報の共有
　　　市民に率先して地球温暖化防止活動を行うため、職員研修等による意識の向上を図るとともに、宿毛市地球温暖化対策推進本部を中心として、温暖化対策に関する職場内の情報共有を図ります。
２　具体的な取り組み
　(1) 電気使用量の削減

○業務開始時の執務室点灯は、原則午前８時２０分とします。
○昼休みは、来客窓口を除き消灯します。
　○トイレの照明は、使用時以外消灯します。

○外出時は、パソコンの主電源を切ります。
○退庁時は、可能な限り機器の主電源を切って、待機電力の消費を防ぎます。

　　　○残業時の不要照明の消灯を徹底します。
　　〇新庁舎建設を進める中で、エネルギーの効率化を重視した空間の整備を行うとともに、省エネ型照明器具への切り替えを推進する。
○空調機の適正温度管理を徹底します。
　　　○定期的な空調機の清掃を行います。

○夏場は、可能な限りグリーンカーテンの導入を行います。
　　　○クールビズ、ウォームビズを励行します。

○施設整備には、太陽光発電等の再生可能エネルギーの導入を推進します。
(2) 燃料使用量の削減

　　　○出張は、できるだけ公用車を使用せず、公共交通機関を利用します。
　　　○エコドライブの実践に努めます。
　　　○公用車の更新は、軽自動車やハイブリット車などのエコカー、電気自動車の導入を促進します。
　　　〇近距離の移動は、徒歩・自転車等を利用します。

　
　　　　　※１　エコドライブ　急発進・急加速の禁止、無駄なアイドリングストップ、エアコン
の適正使用、適正空気圧、不要な積荷を降ろす等。
(3) 省資源の取り組み
　　○３Ｒ（リデュース：発生抑制、リユース：再使用、リサイクル：再資源化）の推進によりごみ排出量を削減します。

○流水音発生器を取り付けるなど、トイレの水使用量を削減します。
　　　○ミスコピーを防ぎ、両面コピーを励行して紙使用量を削減します。
　　　○使用済み片面コピー用紙は、他の用途に再使用します。

　　　○資料の簡素化や部数の最少化を図り、印刷部数の削減に努めます。

　　　○印刷の必要が無いものについては、庁内メール等を利用し、ペーパーレスに努めます。
　　　○再資源化による商品や環境に配慮した商品の購入に努めます。
○各種機材・機器の点検整備を徹底し長寿命化を図ります。

１　推進体制

　　宿毛市及び宿毛市教育委員会が一体となり、組織的かつ継続的に温室効果ガスの排出削減を推進していくため、次のとおり宿毛市地球温暖化対策推進本部を設置し、ＰＤＣＡ（ＰＬＡＮ・ＤＯ・ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ）サイクルにより目標達成に向けた取り組みを行います。　　
ＰＤＣＡサイクル
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２　点検体制

　　①　各職場に配置するエコオフィス推進員は、エコオフィスチェックリストによりエコ活動が適正に行われているか調査・点検し、所属長の確認評価を経て事務局に提出するとともに、毎月のエネルギー使用量を調査し、施設管理を行う本部員及び事務局に届け出ます。
②　本部員は、毎月２０日までにエコオフィスニュースを作成し、統括する職場に対して、エネルギー使用に関する情報及びエコに関する職員からの提案等を知らせ、情報の共有化を図ります。
③　本部員は、事務局から報告を受けた温室効果ガス排出状況を点検評価し、推進本部会議において報告します。
④　宿毛市地球温暖化対策推進本部は、本部員の報告を受け、計画の目標達成状況の点検及び評価を行い、必要により目標、取り組みの見直しを行います。
　　　　　
　　　　　　   エネルギー使用量　　　　　　　　　　　　　　　報告
　　　　　　　エコオフィスニュース
　　　　　　　　　　    取り組みの指示　　　　　　　　　　　　　　取り組みの見直し

　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　温室効果ガス排出状況

エコオフィスチェックリスト                                                 （報告）
　　　　　　　（所属長経由）
　　　　　 　エネルギー使用量
　　　　　　　
３　取組状況の公表

　　宿毛市地球温暖化対策実行計画の取組結果は、広報やホームページ等で公表します。
第１章　基本的事項





第２章　温室効果ガスの排出状況の実績及び削減目標





第３章　目標達成のための取り組み





※１





第４章　推進・点検体制





ＰＬＡＮ


実行計画・目標


（宿毛市・宿毛市教育委員会）





ＡＣＴＩＯＮ


実行計画の見直し


（推進本部）





ＤＯ


取り組み内容の実施


（各職場）





ＣＨＥＣＫ


点検・評価


（本部員・推進本部）





本　部　長


（市　長）





副 本 部 長


（教育長）





副 本 部 長


（副市長）





本 部 員


（総務課長）


（環境課長）


（水道課長）





本 部 員


（学校教育課長）


（生涯学習課長）


（学校給食センター所長）





事 務 局


（環境課）





地球温暖化対策推進本部





本　部　員





エコオフィス推進員





事　務　局
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